
様式２ 都道府県事業実施計画評価報告書（推進事業）

（都道府県名：岐阜県）

計画時
（平成17年度）

目標
（平成18年度）

事業実施後
（平成18年度）

達成率

経営力の強化
担い手の育成・確
保

認定農業者等
担い手育成対策
の推進

認定農業者の育成
１,７６４経営体
（平成17年12月
末）

１,９１０経営体
（平成19年3月
末）

１,９９３経営体
（平成19年3月
末）

157%

品目横断的経営安定対策の本格的導入を契機に、関係機関連
携のもと認定農業者を目指す経営体に対し、重点的に技術・経営
支援を行った結果、認定農業者が順調に育成できた。

経営力の強化
担い手への農地利
用集積の推進

農地利用集積
の推進

担い手への農地利用集積
率の増加

農地利用集積率
16.1％
<21.3%>

集積対象者に対
する農地利用集
積率を事業実施
前年度と比較し
て1.2ポイント増
加

農地利用集積率
16.8％
<22.8%>

58%

農地利用集積率は前年度と比較して0.7ポイント増、達成率は
58.3％にとどまった。これは、平野部における利用集積は着実に
進んでいるものの、営農条件の悪い中山間地域において利用集
積が進まなかったことによるものと思われる。今後は集積対象者
へ啓発活動を実施し、主に中山間地域における農地利用集積を
一層進める。

（注）１．産地競争力の強化を目的とする取組名欄の（ ）内には、対象作物・畜種等名を記入する。

２．複数の項目を成果目標として掲げている場合、成果目標の達成率は、それぞれの項目の達成率の平均値とする。

３．都道府県による評価結果（所見）には、目標達成状況を踏まえた都道府県としての評価の結果を記載するとともに、達成率が低い場合には、その要因分析及び今後の対応方針等を記載する。

※様式は「強い農業づくり交付金の事業評価の実施について」（平成１７年１０月３日付け１７生産第３５１０号農林水産省大臣官房国際部長、農林水産省総合食料局長、農林水産省生産局長、農林水産省経営局長
通知）別記様式２に準じる。

都道府県による評価結果（所見）

目標数値
成果目標の具体的な
内容

政策目的
取組名
（ ）

政策目標


